申請書類の提出方法（共同生活援助編）

＊書類の提出にあたって注意していただきたい点
注１）履歴事項全部証明書には、次のとおり障害福祉サービス事業について記載が必要です。　
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業
　注２）実務経験証明書は代表となる者の印が押してあるものを提出してください（コピーは不可です）。
（１）書類を次の順番に並べ、必要な部分にインデックスをつけます。
1．様式第１９号

2．別紙（必要な場合のみ）

3．付表６

4．白紙（右側に「謄本」と記入したインデックスを添付）

5．登記事項証明書（原本で対象事業の記載があるもの）

7．白紙（右側に「設備等」と記入したインデックスを添付）

8．案内図（最寄りの公共交通機関から徒歩の所要時間も記載）

9．事業所の外観、各部屋の写真及び平面図（参考様式１）
　※平面図は、内寸が分かるものを添付すること。

9-1．設備・備品一覧表（参考様式２）

9-2．他法順守の確認書（参考様式１０）

9-3．土地・建物の登記事項証明書（原本）

9-4．土地・建物の賃貸借契約書又は確約書（賃貸の場合必要）

9-5．建物の検査済証
　※違法建築物ではないこと、建築基準法に基づく用途変更を行っていること（用途変更後の確認済証の写しを添付。用途変更申請が不要な場合は建築士の意見書を添付すること）

10-6．耐震診断の結果表（昭和５６年建築基準法改正前の建物について必要）

10-7．防火対象物使用開始届出書等（消防署に確認し必要な手続きを行っていること。届出が必要ない場合はその旨を確認した相談記録等。）

10-8．消防用設備の設置状況
10-9．近隣住民への事業開始に係る説明状況（説明を行った日時及び範囲を記載）

11．白紙（右側に「経歴書」と記入したインデックスを添付）

12．管理者経歴書（参考様式３）

13．サービス管理責任者経歴書（参考様式３）

14．サービス管理責任者実務経験証明書（参考様式３－１）及び研修修了証書

15．白紙（右側に「運営規程」と記入したインデックスを添付）

16．運営規程

17．白紙（右側に「理由書」と記入したインデックスを添付）（必要な場合のみ）

18．主たる対象者を特定する理由書（必要な場合のみ）（参考様式８）

19．白紙（右側に「苦情解決」と記入したインデックスを添付）

20．利用者からの苦情を解決するために講ずる措置の概要（参考様式４）

21．白紙（右側に「勤務体制」と記入したインデックスを添付）

22．勤務体制・形態一覧表（参考様式５）
　※人員配置区分が「36．従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙２）」と一致しているか確認してください。

23．資格免状・研修修了証等の写し（必要な場合のみ）

24．白紙（右側に「資産状況」と記入したインデックスを添付）

25．資産状況（直近の決算書。法人設立から１年未満で決算書がない場合は、１年間の収支予算書と事業に使用している口座の残高証明書）

26．白紙（右側に「医療機関」と記入したインデックスを添付）

27．協力医療機関及び協力歯科医療機関との契約の内容がわかるもの

28．白紙（右側に「誓約書」と記入したインデックスを添付）

29．指定事業者欠格条項に該当しない旨の誓約書及び役員等名簿（参考様式９・参考様式９別紙）
　　※役員等名簿には、管理者の方の名前等も記載してください。

30．白紙（右側に「開始届」と記入したインデックスを添付）

31．開始届
32．事業計画書及び収支予算書

33．白紙（右側に「算定届出」と記入したインデックスを添付）

34．介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書（様式第５号）

35．介護給付費等の算定に係る体制等状況一覧表（別紙１）

36．従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙２）
　※人員配置区分が「22．勤務体制・形態一覧表（参考様式５）」と一致しているか確認してください。

37．関連書類（加算を算定する場合のみ）

次の①又は②の書類は、処遇改善（特別）加算を算定する場合に必要。
　①事業所ごとに提出する場合

37-1．福祉・介護職員処遇改善（特別）加算届出書（別紙様式３）

福祉・介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）

就業規則・給与規定・労働保険関係成立届の納入証明等

　②法人一括で提出する場合

37-2．福祉・介護職員処遇改善（特別）加算届出書（別紙様式４）

　　　　福祉・介護職員処遇改善計画書（別紙様式２）

　　　　　様式２添付書類１～３

　　　　　就業規則・給与規定・労働保険関係成立届の納入証明等

38．白紙（右側に「業務管理」と記入したインデックスを添付）

39．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく業務管　理体制の整備に関する事項の届出書
40．水防法に係る避難確保計画の作成（浸水想定区域の場合）
　　※障害者福祉課と防災危機管理室にそれぞれ１部ずつ提出。
＜留意事項＞
①新規指定の書類の提出期限は、前月の１０日です。この日までに、書類の不備が無い状態の書類を提出していただきます。
②提出の前に平面図など事前に確認を依頼する場合や書類のチェックには、期間を要します。計画的に書類作成を進めていただくようお願いいたします。
また、新規指定の書類を提出期限数日前に提出していただいた場合、書類のチェックができないため、新規指定を翌月に持ち越します。そのため、余裕を持った準備をお願いいたします。

③今回作成する書類の多くは、今後も事業所の運営を続けていくにあたり必要となる書類です。今回の新規指定の際に、作成の仕方を御理解ください。
④共同生活援助（グループホーム）開設の１か月以上前に、近隣住民の方へ挨拶及び事業の説明をお願いいたします。
　グループホームの運営をしていくにあたり、近隣・地域の方との交流及び理解は不可欠です。利用者がより良い生活を送ることができるように、努めてください。

⑤指定基準及び報酬基準に関する知識は、新規指定時だけでなく、事業所を運営していくにあたり必要になります。ハンドブックなどを活用し、適切な事業所運営及び報酬請求を行ってください。
＜提出方法＞

（～　イメージ図　～）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・

（２）（１）の書類1式のコピーを１部とります。



（３）フラットファイル（紙製）を1冊用意し、表紙と背表紙に「共同生活援助指定申請書」「事業所名」「法人名」を記入します。


（４）フラットファイルには（１）の書類1式（原本）を挟み込みます。




（５）（４）で作成したもの1部を提出します。（２）で作ったコピーのもう1部は、事業所に保管しておいてください。







　　登記簿
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社会福祉法人××





共同生活援助指定申請書　○○○園　社会福祉法人××
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共同生活援助指定申請書
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社会福祉法人××








共同生活援助指定申請書　○○○園　社会福祉法人××








市へ提出





事業所で保管





コピー①





共同生活援助指定申請書
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社会福祉法人××








共同生活援助指定申請書　○○○園　社会福祉法人××











